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があります。 



（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 3,002,681 ※ 固定負債 1,357,161

有形固定資産 2,385,116 ※ 地方債 1,266,726
事業用資産 1,248,379 長期未払金 14,217

土地 866,123 退職手当引当金 59,236
立木竹 795 損失補償等引当金 8,360
建物 968,459 その他 8,622
建物減価償却累計額 △ 595,947 流動負債 162,665
工作物 40,297 1年内償還予定地方債 140,701
工作物減価償却累計額 △ 34,677 未払金 4,722
船舶 708 未払費用 -
船舶減価償却累計額 △ 603 前受金 -
浮標等 19 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 △ 14 賞与等引当金 4,987
航空機 1,572 預り金 11,706
航空機減価償却累計額 △ 1,572 その他 549
その他 - 1,519,826
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 3,219 固定資産等形成分 3,056,040

インフラ資産 1,119,329 余剰分（不足分） △ 1,488,962
土地 765,632
建物 26,483
建物減価償却累計額 △ 14,788
工作物 700,381
工作物減価償却累計額 △ 368,780
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 10,401

物品 29,752
物品減価償却累計額 △ 12,343

無形固定資産 1,785
ソフトウェア 1,774
その他 11

投資その他の資産 615,779 ※

投資及び出資金 376,279
有価証券 3,324
出資金 109,364
その他 263,591

投資損失引当金 -
長期延滞債権 8,388
長期貸付金 62,416
基金 169,736

減債基金 130,529
その他 39,207

その他 -
徴収不能引当金 △ 1,039

流動資産 84,223
現金預金 28,162
未収金 2,701
短期貸付金 -
基金 53,359 ※

財政調整基金 24,202
減債基金 29,158

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 1,567,078

3,086,904 3,086,904

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

Ⅰ　一般会計等財務書類

(1)　一般会計等貸借対照表
（平成２９年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

　　１．財務書類４表（一般会計等）

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計
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（単位：百万円）

経常費用 571,900 ※

業務費用 241,588
人件費 79,300

職員給与費 61,824
賞与等引当金繰入額 4,987
退職手当引当金繰入額 5,039
その他 7,450

物件費等 141,650
物件費 89,593
維持補修費 17,006
減価償却費 35,051
その他 -

その他の業務費用 20,638
支払利息 16,063
徴収不能引当金繰入額 1,039
その他 3,536

移転費用 330,312 ※

補助金等 84,947
社会保障給付 201,021
他会計への繰出金 39,115
その他 5,228

経常収益 44,896
使用料及び手数料 24,356
その他 20,540

純経常行政コスト △ 527,004
臨時損失 7,199 ※

災害復旧事業費 20
資産除売却損 3,304
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 3,874
その他 -

臨時利益 7,786
資産売却益 6,800
その他 986

純行政コスト △ 526,416 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

(2)　一般会計等行政コスト計算書
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 金額
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（単位：百万円）

前年度末純資産残高 1,524,575 ※ 3,030,444 △ 1,505,868

純行政コスト（△） △ 526,416 △ 526,416

財源 559,502 559,502

税収等 380,586 380,586

国県等補助金 178,916 178,916

本年度差額 33,085 ※ 33,085 ※

固定資産等の変動（内部変動） 16,179 △ 16,179

有形固定資産等の増加 56,157 △ 56,157

有形固定資産等の減少 △ 47,556 47,556

貸付金・基金等の増加 164,603 △ 164,603

貸付金・基金等の減少 △ 157,025 157,025

資産評価差額 - -

無償所管換等 9,417 9,417

その他 - - -

本年度純資産変動額 42,503 ※ 25,596 16,907 ※

本年度末純資産残高 1,567,078 3,056,040 △ 1,488,962

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

(3)　一般会計等純資産変動計算書
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）
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（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出 536,879

業務費用支出 206,568
人件費支出 80,873
物件費等支出 106,599
支払利息支出 16,063
その他の支出 3,033

移転費用支出 330,312 ※

補助金等支出 84,947
社会保障給付支出 201,021
他会計への繰出支出 39,115
その他の支出 5,228

業務収入 579,736 ※

税収等収入 380,586
国県等補助金収入 154,349
使用料及び手数料収入 24,356
その他の収入 20,444

臨時支出 20
災害復旧事業費支出 20
その他の支出 -

臨時収入 5
業務活動収支 42,841 ※

【投資活動収支】
投資活動支出 220,760

公共施設等整備費支出 56,157
基金積立金支出 62,757
投資及び出資金支出 3,296
貸付金支出 98,550
その他の支出 -

投資活動収入 185,853
国県等補助金収入 24,562
基金取崩収入 47,814
貸付金元金回収収入 103,037
資産売却収入 10,427
その他の収入 13

投資活動収支 △ 34,907
【財務活動収支】

財務活動支出 179,254
地方債償還支出 178,971
その他の支出 283

財務活動収入 171,030
地方債発行収入 171,030
その他の収入 -

財務活動収支 △ 8,224
△ 290
14,319
14,029

前年度末歳計外現金残高 12,698
本年度歳計外現金増減額 1,436
本年度末歳計外現金残高 14,134
本年度末現金預金残高 28,162 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

(4)　一般会計等資金収支計算書
自　平成２８年４月１日　
至　平成２９年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額
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２ 注記（一般会計等） 

１．重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産……………………………………取得原価 

ただし，開始時の評価基準及び評価方法については，次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの……………再調達原価 

ただし，道路，河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの……………………取得原価 

取得原価が不明なもの……………………………再調達原価 

ただし，取得原価が不明な道路，河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

② 無形固定資産………取得原価 

ただし，開始時の評価基準及び評価方法については，次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの…………………取得原価 

取得原価が不明なもの…………………………再調達原価 
 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券…………………………償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの…………………………会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの…………………………取得原価 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの…………………………会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの…………………………出資金額 

 

（３）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）………定額法 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）………定額法 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内のリース取引及び

リース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）…

……自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

（４）引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

    前年度の不能欠損率をもとに徴収不能引当金額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

    期末自己都合要支給額を計上しています。 

③ 損失補償等引当金 

    履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち，地方公共団体の財政の健全化に関する法律に

規定する将来負担比率の算定に含まれる将来負担額をもとに計上しています。 

④ 賞与等引当金 

    翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額につい

て，それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

（５）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

    通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

    ただし，リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が３００万円

以下のファイナンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行って

います。 

② オペレーティング・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 
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（６）資金収支計算書における資金の範囲 

現金及び現金同等物 

    なお，現金及び現金同等物には出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいま

す。 

 

（７）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 資本的支出と修繕費の区分基準 

     資本的支出と修繕費の区分基準については，起債対象とならないものや通常の維持管理であるもの，

固定資産の取得価額等が３００万円未満であるときには，原則として修繕費として処理しています。 

② 物品の計上基準 

     物品については，取得価額又は見積価格が１００万円（美術品は３００万円）以上の場合に資産と

して計上しています。 

 

２．重要な会計方針の変更等 

 該当ありません。 
 

３．重要な後発事象 

 該当ありません。 
 

４．偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

   他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し，保証を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 

   １６件  ５０４百万円（会計年度末における訴訟金額） 

 

５．追加情報 

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 

伊都土地区画整理事業特別会計 

香椎駅周辺土地区画整理事業特別会計 

公共用地先行取得事業特別会計 

市立病院機構病院事業債管理特別会計 

市債管理特別会計 

② 一般会計等の対象範囲のうち，市立病院機構病院事業債管理特別会計については，普通会計の対象

範囲には含まれません。 

③ 地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては，出納整理期間

における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

④ 百万円未満を四捨五入して表示しているため，合計金額が一致しない場合があります。 

⑤ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は，次のとおりです。 

 

 

 

⑥ 繰越事業に係る将来の支出予定額  ３３，２５４百万円 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

－ － 12.2% 152.7%

損失補償等引当金計上額 貸借対照表未計上額

(公財)福岡市施設整備公社 － 3,599百万円 8,866百万円 12,465百万円

(一財)福岡ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝｾﾝﾀｰ － 3,357百万円 － 3,357百万円

(一財)福岡市水産加工公社 － 441百万円 － 441百万円

福岡県信用保証協会 － 364百万円 1,632百万円 1,996百万円

(公財)福岡市教育振興会 － 599百万円 － 599百万円

計 － 8,360百万円 10,498百万円 18,858百万円

団体（会計）名 確定債務額
履行すべき額が確定していない損失補償債務等

総額
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（２）貸借対照表に係る事項 

  ① 売却可能資産の範囲及び内訳は，次のとおりです。 

  ア 範囲 

    売却が既に決定している又は売却が予定されている資産 

 イ 内訳 

    土地  １，３５１百万円 

② 基金借入金（繰替運用）の内容 

     会計年度末における基金借入金（繰替運用）はありません。 

③ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は，次のとおりです。 

標準財政規模                    ３６０，３５０百万円 

      算入公債費等の額                   ６３，６０３百万円 

      将来負担額                   １，８１７，３２６百万円 

      充当可能基金                    ２２０，７２８百万円 

      充当可能特定歳入                  ２９９，８３４百万円 

      基準財政需要額算入見込額              ８４３，４８６百万円 

④ 自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額   

５２３百万円 

 

（３）純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

     固定資産の額に流動資産における基金等を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 

     純資産合計額のうち，固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

 （４）資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支   ２３，９９７百万円 

② 一時借入金 

 資金収支計算書上，一時借入金の増減額は含まれていません。 

 なお，一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

  一時借入金の限度額     ２００，０００百万円 

  一時借入金に係る利子額        ２９百万円 
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団
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Ｃ
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Ｂ
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Ｃ
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Ｄ
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Ｆ
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Ｆ
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損
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,4

4
3

2
2
,8

6
5

2
2
,8

6
5

3
2
.3

%
7
,3

9
0

-
7
,3

9
0

7
,3

9
0

地
方

公
共

団
体

情
報

シ
ス

テ
ム

機
構

2
3
4
,6

5
0

3
0
,1

5
6

4
,4

9
4

1
3
4

1
.5

%
6
7

-
2

2

（
一

財
）

地
域

活
性

化
セ

ン
タ

ー
5

4
,3

2
0

1
4
6

4
,1

7
4

2
,7

4
6

0
.2

%
8

-
5

5
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相
手

先
名

出
資

金
額

（
Ａ

）
資

産
（

Ｂ
）

負
債

（
Ｃ

）

純
資

産
額

（
Ｂ

）
-
（

Ｃ
）

（
Ｄ

）

資
本

金
（

Ｅ
）

出
資

割
合

（
％

）
（

Ａ
）

／
（

Ｅ
）

（
Ｆ

）

実
質

価
額

（
Ｄ

）
×

（
Ｆ

）
（

Ｇ
）

強
制

評
価

減
（

Ｈ
）

貸
借

対
照

表
計

上
額

（
Ａ

）
－

（
Ｈ

）
（

Ｉ
）

（
参

考
）

財
産

に
関

す
る

調
書

記
載

額

（
一

財
）

地
方

公
務

員
安

全
衛

生
推

進
協

会
2
6

5
,4

1
7

3
4

5
,3

8
3

5
,3

5
3

0
.5

%
2
6

-
2
6

2
6

（
一

財
）

地
域

社
会

ラ
イ

フ
プ

ラ
ン

協
会

2
4

2
,5

0
1

4
1

2
,4

6
0

2
,4

1
4

1
.0

%
2
4

-
2
4

2
4

（
一

財
）

地
域

総
合

整
備

財
団

1
5
0

1
1
,7

0
4

3
8

1
1
,6

6
6

1
0
,7

4
5

1
.4

%
1
6
3

-
1
5
0

1
5
0

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

2
3
7

2
4
,7

8
6
,2

6
7

2
4
,5

4
5
,1

8
5

2
4
1
,0

8
2

1
6
,6

0
2

1
.4

%
3
,4

4
2

-
2
3
7

2
3
7

（
独

）
高

齢
・

障
害

・
求

職
者

雇
用

支
援

機
構

1
3
8
5
,6

8
7

1
2
6
,6

7
1

2
5
9
,0

1
6

2
5
3
,6

8
6

0
.0

%
1

-
1

1

（
公

財
）

福
岡

県
建

設
技

術
情

報
セ

ン
タ

ー
0

1
,1

7
3

2
1
0

9
6
3

3
0
.0

%
0

-
0

0

（
一

財
）

建
築

コ
ス

ト
管

理
シ

ス
テ

ム
研

究
所

1
1
,5

4
6

1
6
9

1
,3

7
7

3
3
4

0
.3

%
4

-
1

1

（
公

財
）

福
岡

県
暴

力
追

放
運

動
推

進
セ

ン
タ

ー
9
9

1
,9

0
6

1
7

1
,8

8
9

1
,8

1
0

5
.5

%
1
0
3

-
9
9

9
9

（
公

財
）

産
業

廃
棄

物
処

理
事

業
振

興
財

団
3
0

8
,5

2
1

2
,1

7
1

6
,3

5
0

1
3
0

2
3
.1

%
1
,4

6
5

-
3
0

3
0

（
公

財
）

ア
ク

ロ
ス

福
岡

1
0
0

1
,2

1
7

2
4
0

9
7
7

3
0
0

3
3
.3

%
3
2
6

-
1
0
0

1
0
0

（
一

財
）

伝
統

的
工

芸
品

産
業

振
興

協
会

6
1
,0

1
9

1
4
3

8
7
6

7
7
0

0
.8

%
7

-
6

6

（
一

財
）

九
州

産
業

技
術

セ
ン

タ
ー

1
5

1
,7

2
0

4
8

1
,6

7
2

3
3
0

4
.5

%
7
6

-
1
5

1
5

（
公

財
）

福
岡

県
産

業
・

科
学

技
術

振
興

財
団

8
3
,1

3
9

7
1
5

2
,4

2
4

2
0
0

4
.0

%
9
7

-
8

8

（
独

）
空

港
周

辺
整

備
機

構
5
0

3
,1

3
5

1
,3

7
5

1
,7

6
0

4
0
0

1
2
.5

%
2
2
0

-
5
0

5
0

福
岡

県
信

用
保

証
協

会
5
5
0

9
8
2
,6

8
5

8
9
0
,5

0
6

9
2
,1

7
9

6
1
,6

4
0

0
.9

%
8
2
2

-
5
5
0

5
5
0

福
岡

県
農

業
信

用
基

金
協

会
1
3

1
4
4
,5

1
9

1
3
6
,6

0
2

7
,9

1
7

4
,7

7
0

0
.3

%
2
2

-
1
3

1
3

福
岡

県
広

域
森

林
組

合
8

1
,6

3
2

4
3
1

1
,2

0
1

8
6
2

0
.9

%
1
1

-
8

8

（
公

社
）

ふ
く

お
か

園
芸

農
業

振
興

協
会

0
2
,1

0
5

5
5

2
,0

5
0

7
5

0
.0

%
0

-
0

0

（
公

財
）

ふ
く

お
か

豊
か

な
海

づ
く

り
協

会
1
0
0

5
3
3

5
0

4
8
3

4
1
4

2
4
.2

%
1
1
7

-
1
0
0

1
0
0

（
公

社
）

福
岡

県
畜

産
協

会
1

1
,1

8
0

1
,0

0
5

1
7
5

-
-

-
-

1
1

（
公

財
）

福
岡

県
農

業
振

興
推

進
機

構
0

2
,6

6
7

2
,1

6
7

5
0
0

1
0
0

0
.0

%
0

-
0

0

福
岡

県
漁

業
信

用
基

金
協

会
6
2

7
,0

6
6

5
,5

2
5

1
,5

4
1

1
,0

3
0

6
.0

%
9
3

-
6
2

6
2

（
一

財
）

公
園

財
団

3
0

5
,7

1
5

3
,4

7
2

2
,2

4
3

1
,0

1
6

3
.0

%
6
6

-
3
0

3
0

（
公

財
）

区
画

整
理

促
進

機
構

1
0

2
,6

4
6

3
1

2
,6

1
5

3
5
0

2
.9

%
7
5

-
1
0

1
0

（
公

財
）

九
州

大
学

学
術

研
究

都
市

推
進

機
構

4
6

2
1
0

7
2
0
3

2
0
0

2
3
.0

%
4
7

-
4
6

4
6

福
岡

県
住

宅
供

給
公

社
0

5
9
,1

2
5

3
9
,4

8
7

1
9
,6

3
8

5
0
.0

%
0

-
0

0

（
一

財
）

高
齢

者
住

宅
財

団
1
0

1
,7

4
2

4
2
6

1
,3

1
6

2
7
1

3
.7

%
4
9

-
1
0

1
0

（
一

財
）

福
岡

県
建

築
住

宅
セ

ン
タ

ー
1
5

1
,8

9
2

2
0
7

1
,6

8
5

2
5
0

6
.0

%
1
0
1

-
1
5

1
5

（
独

）
都

市
再

生
機

構
3
6

1
3
,2

9
3
,8

4
6

1
2
,2

2
8
,3

7
2

1
,0

6
5
,4

7
4

1
,0

7
1
,7

6
9

0
.0

%
3
6

-
3
6

3
6

佐
賀

県
道

路
公

社
2
,4

0
0

2
8
,0

7
5

1
8
,1

8
5

9
,8

9
0

9
,8

9
0

2
4
.3

%
2
,4

0
0

-
2
,4

0
0

2
,4

0
0

（
一

財
）

道
路

管
理

セ
ン

タ
ー

1
6

3
,5

9
6

1
,7

8
0

1
,8

1
6

5
2
1

3
.1

%
5
6

-
1
6

1
6

（
一

財
）

河
川

情
報

セ
ン

タ
ー

5
4
,2

7
0

2
,0

6
8

2
,2

0
2

5
2
0

1
.0

%
2
1

-
5

5

（
公

財
）

リ
バ

ー
フ

ロ
ン

ト
整

備
セ

ン
タ

ー
1
0

2
,0

0
6

3
2
3

1
,6

8
3

5
4
2

1
.8

%
3
1

-
1
0

1
0

（
一

財
）

砂
防

フ
ロ

ン
テ

ィ
ア

整
備

推
進

機
構

1
3
,8

0
6

1
,2

5
8

2
,5

4
8

4
0
0

0
.3

%
6

-
1

1

（
公

財
）

九
州

運
輸

振
興

セ
ン

タ
ー

1
2
7
1

1
3

2
5
8

2
5

4
.0

%
1
0

-
1

1

（
一

財
）

み
な

と
総

合
研

究
財

団
1

1
,9

2
2

1
5
3

1
,7

6
9

5
9
9

0
.2

%
3

-
1

1

（
一

財
）

沿
岸

技
術

研
究

セ
ン

タ
ー

1
2
,5

0
9

1
,1

6
7

1
,3

4
2

6
0
0

0
.2

%
2

-
1

1

（
一

財
）

港
湾

空
港

総
合

技
術

セ
ン

タ
ー

5
5
,0

3
2

1
,4

5
4

3
,5

7
8

-
-

-
-

5
5

(株
)ジ

ェ
イ

コ
ム

九
州

1
0
0

3
1
,2

1
2

1
0
,5

5
2

2
0
,6

6
0

2
,4

4
7

4
.1

%
8
4
4

-
1
0
0

1
0
0

(株
)日

本
宝

く
じ

シ
ス

テ
ム

2
5
3
4

3
1
6

2
1
8

1
3
4

1
.5

%
3

-
2

2

ア
ビ

ス
パ

福
岡

(株
)

1
4

7
3
2

5
8
1

1
5
1

1
7
6

8
.0

%
1
2

-
1
4

1
4

(株
)ビ

ー
・

ピ
ー

・
シ

ー
1
2

1
7
2

3
8

1
3
4

8
0

1
5
.0

%
2
0

-
1
2

1
2

九
州

地
理

情
報

(株
)

1
2

5
8
1

4
6
0

1
2
1

1
0
0

1
2
.0

%
1
5

-
1
2

1
2

博
多

バ
ス

タ
ー

ミ
ナ

ル
(株

)
4
0

7
,6

2
2

4
,9

5
9

2
,6

6
3

1
,0

0
0

4
.0

%
1
0
7

-
4
0

4
0

(株
)博

多
ス

テ
ー

シ
ョ

ン
ビ

ル
2
0

4
,9

0
4

1
,6

0
7

3
,2

9
7

5
0
0

4
.0

%
1
3
2

-
2
0

2
0

博
多

リ
バ

レ
イ

ン
管

理
(株

)
1
0
0

1
,4

2
7

1
8
2

1
,2

4
5

6
4
2

1
5
.6

%
1
9
4

-
1
0
0

1
0
0

合
計

1
1
,7

6
5

3
9
,9

3
2
,4

6
4

3
8
,1

1
0
,2

4
1

1
,8

2
2
,2

2
3

1
,4

7
9
,7

5
0

1
8
,7

1
3

-
1
1
,7

6
5

1
1
,7

6
5

※
（

公
社

）
福

岡
県

畜
産

協
会

及
び

（
一

財
）

港
湾

空
港

総
合

技
術

セ
ン

タ
ー

に
つ

い
て

は
，

基
本

財
産

が
な

い
た

め
資

本
金

の
欄

に
値

を
計

上
し

て
い

な
い

。
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④
基

金
の

明
細

（
単

位
：

百
万

円
）

種
類

現
金

預
金

有
価

証
券

土
地

そ
の

他
合

計
（

貸
借

対
照

表
計

上
額

）
（

参
考

）
財

産
に

関
す

る
調

書
記

載
額

福
岡

市
庁

舎
建

設
等

資
金

積
立

金
-

3
,1

0
3

-
-

3
,1

0
3

3
,1

0
3

福
岡

市
財

政
調

整
基

金
-

2
4
,2

0
2

-
-

2
4
,2

0
2

2
6
,5

0
2

福
岡

市
営

住
宅

基
金

-
1
,8

9
4

-
-

1
,8

9
4

1
,8

6
6

福
岡

市
中

央
児

童
会

館
基

金
-

2
-

-
2

2

福
岡

市
土

地
開

発
基

金
6
,3

9
9

-
2

2
3

6
,4

2
5

6
,4

2
5

福
岡

市
民

間
社

会
福

祉
事

業
従

事
職

員
福

利
厚

生
基

金
-

7
0

-
-

7
0

7
0

福
岡

市
高

速
鉄

道
建

設
基

金
-

1
0
,9

8
1

-
-

1
0
,9

8
1

1
0
,9

8
1

福
岡

市
市

債
管

理
基

金
3
1
,0

4
3

1
2
8
,6

4
4

-
-

1
5
9
,6

8
7

1
6
4
,9

4
6

福
岡

市
港

湾
整

備
事

業
基

金
-

1
7
9

-
-

1
7
9

3
0
,7

7
3

福
岡

市
営

住
宅

修
繕

基
金

-
2
,2

0
3

-
-

2
,2

0
3

2
,6

1
5

福
岡

市
ﾕ
ﾆ
ﾊ
ﾞ
ｰ
ｼ
ｱ
ｰ
ﾄ
ﾞ
福

岡
大

会
記

念
ｽ
ﾎ
ﾟ
ｰ
ﾂ
振

興
基

金
-

2
,0

1
0

-
-

2
,0

1
0

2
,0

0
6

福
岡

市
営

住
宅

敷
金

基
金

-
2
,2

3
5

-
-

2
,2

3
5

2
,2

4
0

福
岡

市
水

道
水

源
か

ん
養

事
業

基
金

-
3
6
4

-
-

3
6
4

3
6
5

福
岡

市
港

湾
環

境
整

備
保

全
基

金
-

7
-

-
7

7

福
岡

市
伊

都
土

地
区

画
整

理
事

業
基

金
-

3
,1

8
2

-
-

3
,1

8
2

3
,8

5
2

福
岡

市
N
P
O

活
動

支
援

基
金

-
2
4

-
-

2
4

2
1

福
岡

市
地

域
保

健
福

祉
振

興
基

金
-

1
,3

8
5

-
-

1
,3

8
5

1
,3

8
3

福
岡

市
音

楽
産

業
振

興
基

金
-

2
-

-
2

2

福
岡

市
環

境
市

民
フ

ァ
ン

ド
-

2
6
3

-
-

2
6
3

1
9
0

福
岡

市
こ

ど
も

未
来

基
金

-
3
,4

3
9

-
-

3
,4

3
9

3
,4

3
6

福
岡

市
み

ど
り

の
基

金
-

1
5

-
-

1
5

6
9

福
岡

市
都

市
景

観
形

成
基

金
-

2
1

-
-

2
1

2
1
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種
類

現
金

預
金

有
価

証
券

土
地

そ
の

他
合

計
（

貸
借

対
照

表
計

上
額

）
（

参
考

）
財

産
に

関
す

る
調

書
記

載
額

福
岡

市
事

業
系

ご
み

資
源

化
推

進
フ

ァ
ン

ド
-

1
,1

6
4

-
-

1
,1

6
4

8
1
5

福
岡

市
健

康
づ

く
り

基
金

-
1
1
2

-
-

1
1
2

1
1
2

福
岡

城
整

備
基

金
-

3
1

-
-

3
1

1
7

福
岡

市
消

防
救

急
基

金
-

9
7

-
-

9
7

6
7

合
計

3
7
,4

4
2

1
8
5
,6

2
8

2
2
3

2
2
3
,0

9
5

2
6
1
,8

8
4
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⑤
貸

付
金

の
明

細
（

単
位

：
百

万
円

）

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

地
方

独
立

行
政

法
人

福
岡

市
立

病
院

機
構

1
8
,6

0
9

-
-

-
1
8
,6

0
9

地
方

三
公

社

福
岡

北
九

州
高

速
道

路
公

社
3
8
,5

4
9

-
-

-
3
8
,5

4
9

第
三

セ
ク

タ
ー

等

空
港

周
辺

整
備

機
構

貸
付

金
6
3

-
-

-
6
3

そ
の

他
の

貸
付

金

若
年

者
専

修
学

校
等

技
能

習
得

資
金

貸
付

金
4

-
-

-
4

家
庭

的
保

育
室

設
置

に
伴

う
敷

金
貸

付
金

4
-

-
-

4

小
規

模
保

育
事

業
所

設
置

に
伴

う
敷

金
貸

付
金

1
5

-
-

-
1
5

賃
貸

分
園

設
置

に
伴

う
敷

金
貸

付
金

2
7

-
-

-
2
7

母
子

父
子

寡
婦

福
祉

資
金

貸
付

金
4
,6

9
5

-
-

-
4
,6

9
5

災
害

援
護

資
金

貸
付

金
5

-
-

-
5

住
宅

新
築

資
金

等
貸

付
金

2
4

-
-

-
2
4

奨
学

金
貸

付
金

4
2
1

-
-

-
4
2
1

6
2
,4

1
6

-
-

-
6
2
,4

1
6

相
手

先
名

ま
た

は
種

別

長
期

貸
付

金
短

期
貸

付
金

（
参

考
）

貸
付

金
計

合
計
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⑥
長

期
延

滞
債

権
の

明
細

（
単

位
：

百
万

円
）

⑦
未

収
金

の
明

細
（

単
位

：
百

万
円

）

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

【
貸

付
金

】
【

貸
付

金
】

若
年

者
専

修
学

校
等

技
能

習
得

資
金

貸
付

金
7

-
若

年
者

専
修

学
校

等
技

能
習

得
資

金
貸

付
金

1
-

生
活

保
護

世
帯

等
一

時
貸

付
金

1
1

1
1

生
活

保
護

世
帯

等
一

時
貸

付
金

4
-

母
子

父
子

寡
婦

福
祉

資
金

貸
付

金
2
,5

8
9

2
1

母
子

父
子

寡
婦

福
祉

資
金

貸
付

金
8
2

-

災
害

援
護

資
金

貸
付

金
4
0
9

-
災

害
援

護
資

金
貸

付
金

1
8

-

福
岡

市
災

害
援

護
臨

時
貸

付
金

3
4
4

福
岡

市
災

害
援

護
臨

時
貸

付
金

1
0

住
宅

新
築

資
金

等
貸

付
金

2
1
8

-
住

宅
新

築
資

金
等

貸
付

金
1

-

3
,5

7
8

3
2

1
1
6

-

【
未

収
金

】
【

未
収

金
】

税
等

未
収

金
税

等
未

収
金

市
民

税
1
,4

4
7

4
5
7

市
民

税
1
,1

4
1

-

固
定

資
産

税
8
0
2

2
9
1

固
定

資
産

税
5
1
4

-

軽
自

動
車

税
3
2

1
1

軽
自

動
車

税
3
5

-

市
た

ば
こ

税
-

-
市

た
ば

こ
税

0
-

入
湯

税
-

-
入

湯
税

0
-

事
業

所
税

4
-

事
業

所
税

5
-

都
市

計
画

税
1
8
5

3
1

都
市

計
画

税
1
1
9

-

そ
の

他
の

未
収

金
そ

の
他

の
未

収
金

分
担

金
及

び
負

担
金

7
6
8

4
2

分
担

金
及

び
負

担
金

1
7
3

-

使
用

料
及

び
手

数
料

5
2

3
1

使
用

料
及

び
手

数
料

5
9

-

財
産

収
入

3
4

-
財

産
収

入
-

-

諸
収

入
1
,4

8
6

1
4
4

諸
収

入
5
3
9

-

4
,8

1
0

1
,0

0
7

2
,5

8
5

-

8
,3

8
8

1
,0

3
9

2
,7

0
1

-
合

計
合

計

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
相

手
先

名
ま

た
は

種
別

小
計

小
計

小
計

小
計
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（
２

）
負

債
項

目
の

明
細

①
地

方
債

（
借

入
先

別
）

の
明

細
（

単
位

：
百

万
円

）

う
ち

１
年

内
償

還
予

定
う

ち
共

同
発

行
債

う
ち

住
民

公
募

債

【
通

常
分

】
9
7
2
,6

2
4

1
0
6
,6

5
8

1
3
6
,3

5
0

7
6
,2

8
1

1
5
7
,2

4
8

3
,4

2
1

5
9
8
,6

2
7

2
2
1
,6

0
4

-
6
9
8

一
般

公
共

事
業

1
9
3
,1

7
8

2
1
,7

9
1

4
0
,1

1
9

7
,4

6
9

3
7
,5

7
6

2
,2

4
2

1
0
5
,7

7
2

2
3
,8

5
4

-
-

公
営

住
宅

建
設

5
6
,8

2
5

7
,2

1
8

9
,8

4
3

8
,0

3
6

1
,0

0
7

-
3
7
,9

3
9

1
1
,0

6
8

-
-

災
害

復
旧

2
6
6

9
6

2
6
1

-
5

-
-

-
-

-

教
育

・
福

祉
施

設
1
6
2
,2

7
9

1
7
,7

6
8

3
7
,6

1
6

-
5
2
,8

3
8

5
1
9

7
1
,1

1
6

2
0
,5

8
4

-
1
9
0

一
般

単
独

事
業

4
0
6
,2

9
9

4
5
,1

7
5

7
,1

5
1

1
9
,8

5
6

4
1
,6

1
1

3
4
3

3
3
6
,8

3
0

1
5
3
,2

1
6

-
5
0
8

そ
の

他
1
5
3
,7

7
7

1
4
,6

1
0

4
1
,3

6
0

4
0
,9

2
0

2
4
,2

1
1

3
1
7

4
6
,9

7
0

1
2
,8

8
2

-
-

【
特

別
分

】
4
3
4
,8

0
3

3
4
,0

4
3

5
0
,5

0
7

3
5
,2

3
8

6
4
,4

1
7

3
,0

4
9

2
8
1
,5

9
2

1
1
4
,3

9
6

-
-

臨
時

財
政

対
策

債
3
5
9
,2

4
3

2
7
,1

2
6

4
9
,9

1
3

3
5
,2

3
8

5
9
,2

7
9

1
,8

9
9

2
1
2
,9

1
4

8
0
,7

9
8

-
-

減
税

補
て

ん
債

4
3
,8

3
1

5
,1

3
7

-
-

-
-

4
3
,8

3
1

2
4
,0

9
5

-
-

退
職

手
当

債
6
,7

9
1

8
9
7

-
-

3
,3

4
1

1
,1

5
0

2
,3

0
0

-
-

-

そ
の

他
2
4
,9

3
8

8
8
3

5
9
4

-
1
,7

9
7

-
2
2
,5

4
7

9
,5

0
3

-
-

合
計

1
,4

0
7
,4

2
7

1
4
0
,7

0
1

1
8
6
,8

5
7

1
1
1
,5

1
9

2
2
1
,6

6
5

6
,4

7
0

8
8
0
,2

1
9

3
3
6
,0

0
0

-
6
9
8

②
地

方
債

（
利

率
別

）
の

明
細

（
単

位
：

百
万

円
）

1
.5

%
以

下
1
.5

%
超

2
.0

%
超

2
.5

%
超

3
.0

%
超

1
.5

%
超

3
.5

%
超

（
参

考
）

2
.0

%
以

下
2
.5

%
以

下
3
.0

%
以

下
3
.5

%
以

下
2
.0

%
以

下
4
.0

%
以

下
加

重
平

均
利

率

9
5
8
,8

7
7

2
8
0
,8

4
0

1
4
6
,4

6
4

7
,8

1
4

6
,3

4
5

3
,2

4
6

3
,8

4
1

1
.0

5
%

③
地

方
債

（
返

済
期

間
別

）
の

明
細

（
単

位
：

百
万

円
）

１
年

以
内

１
年

超
２

年
超

３
年

超
４

年
超

５
年

超
１

０
年

超
１

５
年

超
２

０
年

超
２

年
以

内
３

年
以

内
４

年
以

内
５

年
以

内
１

０
年

以
内

１
５

年
以

内
２

０
年

以
内

1
4
0
,7

0
1

1
5
2
,4

8
5

1
2
6
,0

8
8

1
3
9
,3

6
3

1
3
2
,4

6
9

3
5
1
,4

5
5

1
3
4
,9

7
0

1
5
3
,9

5
9

7
5
,9

3
7

④
特

定
の

契
約

条
項

が
付

さ
れ

た
地

方
債

の
概

要

1
,4

0
7
,4

2
7

種
類

地
方

債
残

高
政

府
資

金
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
市

場
公

募
債

そ
の

他

地
方

債
残

高

1
,4

0
7
,4

2
7

地
方

債
残

高

市
中

銀
行

そ
の

他
の

金
融

機
関

特
定

の
契

約
条

項
が

付
さ

れ
た

地
方

債
残

高
契

約
条

項
の

概
要
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⑤
引

当
金

の
明

細
（

単
位

：
百

万
円

）

目
的

使
用

そ
の

他

徴
収

不
能

引
当

金
1
,0

5
7

1
,0

3
9

1
,0

5
7

-
1
,0

3
9

退
職

手
当

引
当

金
6
0
,9

0
0

5
,0

3
9

6
,7

0
3

-
5
9
,2

3
6

損
失

補
償

等
引

当
金

5
,4

7
1

3
,8

7
4

-
9
8
5

8
,3

6
0

賞
与

等
引

当
金

4
,8

9
6

4
,9

8
7

4
,8

9
6

-
4
,9

8
7

合
計

7
2
,3

2
4

1
4
,9

3
9

1
2
,6

5
6

9
8
5

7
3
,6

2
2

区
分

前
年

度
末

残
高

本
年

度
増

加
額

本
年

度
減

少
額

本
年

度
末

残
高
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２
．

行
政

コ
ス

ト
計

算
書

の
内

容
に

関
す

る
明

細

（
１

）
補

助
金

等
の

明
細

（
単

位
：

百
万

円
）

区
分

名
称

相
手

先
金

額
支

出
目

的

鉄
道

高
架

工
事

費
負

担
金

西
日

本
鉄

道
(株

)
2
,7

8
5

西
鉄

天
神

大
牟

田
線

雑
餉

隈
駅

付
近

の
連

続
立

体
交

差
事

業
に

対
す

る
負

担
金

保
育

所
建

設
費

等
補

助
金

民
間

社
会

福
祉

法
人

・
学

校
法

人
2
,5

5
2

保
育

所
等

整
備

交
付

金
の

交
付

の
対

象
と

な
る

保
育

所
の

新
設

等
に

対
す

る
補

助

直
轄

工
事

費
負

担
金

（
港

湾
）

国
2
,1

9
8

国
施

行
の

港
湾

整
備

等
に

対
す

る
負

担
金

直
轄

工
事

費
負

担
金

（
道

路
）

国
1
,3

5
8

国
施

行
の

道
路

整
備

等
に

対
す

る
負

担
金

福
岡

空
港

整
備

事
業

費
負

担
金

国
1
,0

6
2

国
施

行
の

福
岡

空
港

整
備

事
業

に
対

す
る

負
担

金

老
人

保
健

福
祉

施
設

整
備

補
助

金
（

特
養

ホ
ー

ム
）

社
会

福
祉

法
人

1
,0

4
4

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
等

の
施

設
整

備
に

対
す

る
補

助

福
岡

コ
ン

ベ
ン

シ
ョ

ン
セ

ン
タ

ー
補

助
金

（
福

岡
国

際
会

議
場

整
備

事
業

補
助

金
）

（
一

財
）

福
岡

コ
ン

ベ
ン

シ
ョ

ン
セ

ン
タ

ー
6
8
1

福
岡

国
際

会
議

場
建

設
に

係
る

金
融

機
関

か
ら

の
借

入
金

の
返

済
に

対
す

る
元

利
償

還
金

相
当

額
の

補
助

松
濤

園
再

整
備

費
補

助
金

事
業

者
6
0
0

市
立

松
濤

園
に

代
わ

る
複

合
福

祉
施

設
の

整
備

に
対

す
る

補
助

そ
の

他
－

3
,2

3
1

計
1
5
,5

1
1

下
水

道
事

業
費

負
担

金
下

水
道

事
業

会
計

2
0
,7

8
9

下
水

道
事

業
会

計
に

対
す

る
負

担
金

後
期

高
齢

者
医

療
負

担
金

福
岡

県
後

期
高

齢
者

医
療

広
域

連
合

1
2
,5

1
9

福
岡

県
後

期
高

齢
者

医
療

広
域

連
合

に
対

す
る

負
担

金

高
速

鉄
道

事
業

費
補

助
金

高
速

鉄
道

事
業

会
計

7
,1

1
3

高
速

鉄
道

事
業

会
計

に
対

す
る

補
助

金

年
金

生
活

者
等

支
援

臨
時

福
祉

給
付

金
給

付
事

業
費

補
助

金
支

給
対

象
者

3
,6

9
4

賃
金

引
き

上
げ

の
恩

恵
が

及
び

に
く

い
低

所
得

の
高

齢
者

・
年

金
受

給
者

を
支

援
す

る
た

め
の

給
付

金

私
立

幼
稚

園
就

園
奨

励
費

補
助

金
各

私
立

幼
稚

園
設

置
者

を
通

じ
て

各
保

護
者

2
,6

8
4

私
立

幼
稚

園
通

園
児

保
護

者
の

経
費

負
担

軽
減

福
岡

市
立

病
院

機
構

負
担

金
福

岡
市

立
病

院
機

構
2
,2

2
3

福
岡

市
立

病
院

機
構

に
対

す
る

運
営

費
負

担
金

福
岡

市
保

育
協

会
補

助
金

（
一

般
）

（
一

社
）

福
岡

市
保

育
協

会
9
6
3

私
立

保
育

所
等

職
員

の
処

遇
改

善
に

要
す

る
費

用
等

に
対

す
る

補
助

私
立

幼
稚

園
運

営
費

補
助

金
（

一
社

）
福

岡
市

私
立

幼
稚

園
連

盟
7
5
4

福
岡

市
私

立
幼

稚
園

連
盟

が
行

う
私

立
幼

稚
園

運
営

費
補

助
事

業
に

対
す

る
補

助

臨
時

福
祉

給
付

金
給

付
事

業
費

補
助

金
支

給
対

象
者

6
8
5

消
費

税
率

引
上

げ
の

影
響

を
緩

和
す

る
た

め
の

低
所

得
者

に
対

す
る

給
付

金

そ
の

他
－

1
8
,0

1
2

計
6
9
,4

3
6

合
計

8
4
,9

4
7

他
団

体
へ

の
公

共
施

設
等

整
備

補
助

金
等

（
所

有
外

資
産

分
）

そ
の

他
の

補
助

金
等

-17-



３．純資産変動計算書の内容に関する明細

（１）財源の明細 （単位：百万円）

会計 区分 金額

288,288

6,086

217

708

473

28,758

38

960

5,488

29

712

27,997

669

13,717

362

6,084

380,586

国庫支出金 17,622

都道府県等支出金 3,430

計 21,052

国庫支出金 124,760

都道府県等支出金 31,349

計 156,109

177,161

557,747

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

国庫支出金 1,755

都道府県等支出金 -

計 1,755

国庫支出金 -

都道府県等支出金 -

計 -

1,755

1,755

380,586

178,916

交通安全対策特別交付金

財源の内容

一般会計

税収等

地方税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金

軽油引取税交付金

国有提供施設等所在市助成交付金

地方特例交付金

地方交付税

分担金及び負担金

寄付金

他会計繰入金

小計

国県等補助金

資本的補助金

経常的補助金

小計

交通安全対策特別交付金

合計

特別会計

税収等

地方税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金

軽油引取税交付金

国有提供施設等所在市助成交付金

地方特例交付金

地方交付税

合計

合計
税収等

国県等補助金

分担金及び負担金

寄付金

他会計繰入金

小計

国県等補助金

資本的補助金

経常的補助金

小計
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計
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（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 4,436,448 固定負債 2,601,700 ※

有形固定資産 3,974,750 ※ 地方債等 2,127,075
事業用資産 1,744,964 長期未払金 14,241

土地 977,562 退職手当引当金 72,181
土地減損損失累計額 - 損失補償等引当金 8,360
立木竹 795 その他 379,842
立木竹減損損失累計額 - 流動負債 272,869 ※

建物 1,160,803 1年内償還予定地方債等 228,302
建物減価償却累計額 △ 704,503 未払金 21,863
建物減損損失累計額 - 未払費用 -
工作物 553,119 前受金 2,646
工作物減価償却累計額 △ 258,173 前受収益 -
工作物減損損失累計額 - 賞与等引当金 6,131
船舶 2,942 預り金 12,977
船舶減価償却累計額 △ 2,404 その他 948
船舶減損損失累計額 - 2,874,568 ※

浮標等 19 【純資産の部】
浮標等減価償却累計額 △ 14 固定資産等形成分 4,497,377
浮標等減損損失累計額 - 余剰分（不足分） △ 2,738,207
航空機 1,572
航空機減価償却累計額 △ 1,572
航空機減損損失累計額 -
その他 -
その他減価償却累計額 -
その他減損損失累計額 -
建設仮勘定 14,818

インフラ資産 2,114,817 ※

土地 832,929
土地減損損失累計額 -
建物 91,057
建物減価償却累計額 △ 50,718
建物減損損失累計額 -
工作物 2,130,129
工作物減価償却累計額 △ 956,194
工作物減損損失累計額 -
その他 1,598
その他減価償却累計額 △ 5
その他減損損失累計額 -
建設仮勘定 66,020

物品 328,397
物品減価償却累計額 △ 213,428
物品減損損失累計額 -

無形固定資産 7,098 ※

ソフトウェア 1,910
その他 5,189

投資その他の資産 454,599 ※

投資及び出資金 145,501
有価証券 3,324
出資金 142,177
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 12,660
長期貸付金 62,419
基金 222,150

減債基金 129,759
その他 92,391

その他 14,707
徴収不能引当金 △ 2,837

流動資産 197,291 ※

現金預金 57,009
未収金 13,222
短期貸付金 -
基金 60,930

財政調整基金 24,202
減債基金 36,728

棚卸資産 64,221
その他 2,160
徴収不能引当金 △ 250

繰延資産 - 1,759,171

4,633,739 4,633,739

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

Ⅱ　全体財務書類
　　１．財務書類４表（全体）

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

(1)　全体貸借対照表
（平成２９年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

-20-



（単位：百万円）

経常費用 975,737
業務費用 419,693 ※

人件費 94,936
職員給与費 74,399
賞与等引当金繰入額 5,913
退職手当引当金繰入額 5,758
その他 8,866

物件費等 270,104 ※

物件費 158,235
維持補修費 24,220
減価償却費 87,633
その他 17

その他の業務費用 54,653
支払利息 45,562
徴収不能引当金繰入額 1,191
その他 7,900

移転費用 556,044 ※

補助金等 349,538
社会保障給付 201,220
他会計への繰出金 -
その他 5,285

経常収益 203,570
使用料及び手数料 156,956
その他 46,614

純経常行政コスト △ 772,167
臨時損失 8,203

災害復旧事業費 20
資産除売却損 3,312
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 4,346
その他 525

臨時利益 11,854
資産売却益 10,805
その他 1,049

純行政コスト △ 768,517 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

(2)　全体行政コスト計算書
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 金額
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（単位：百万円）

前年度末純資産残高 1,708,647 ※ 4,475,271 △ 2,766,625

純行政コスト（△） △ 768,517 △ 768,517

財源 807,709 807,709

税収等 545,620 545,620

国県等補助金 262,089 262,089

本年度差額 39,192 39,192

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額 -

無償所管換等 10,849

その他 483

本年度純資産変動額 50,524 22,106 28,418

本年度末純資産残高 1,759,171 ※ 4,497,377 △ 2,738,207

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

(3)　全体純資産変動計算書
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）
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（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出 902,911 ※

業務費用支出 346,868 ※

人件費支出 95,523
物件費等支出 200,033
支払利息支出 45,486
その他の支出 5,825

移転費用支出 556,044 ※

補助金等支出 349,538
社会保障給付支出 201,220
他会計への繰出支出 -
その他の支出 5,285

業務収入 987,847
税収等収入 538,932
国県等補助金収入 241,775
使用料及び手数料収入 159,198
その他の収入 47,942

臨時支出 1,017 ※

災害復旧事業費支出 20
その他の支出 996

臨時収入 52
業務活動収支 83,971
【投資活動収支】

投資活動支出 286,852 ※

公共施設等整備費支出 106,395
基金積立金支出 80,795
投資及び出資金支出 602
貸付金支出 99,059
その他の支出 -

投資活動収入 218,575
国県等補助金収入 28,374
基金取崩収入 53,665
貸付金元金回収収入 103,547
資産売却収入 31,832
その他の収入 1,157

投資活動収支 △ 68,277
【財務活動収支】

財務活動支出 263,839
地方債償還支出 261,902
その他の支出 1,937

財務活動収入 231,482
地方債発行収入 227,727
その他の収入 3,755

財務活動収支 △ 32,357
△ 16,662 ※

59,339
42,676 ※

前年度末歳計外現金残高 12,913
本年度歳計外現金増減額 1,420
本年度末歳計外現金残高 14,333
本年度末現金預金残高 57,009

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

(4)　全体資金収支計算書
自　平成２８年４月１日　
至　平成２９年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額
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２ 注記（全体） 

１．重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産……………………………………取得原価 

ただし，開始時の評価基準及び評価方法については，次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの……………再調達原価 

ただし，道路，河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの……………………取得原価 

取得原価が不明なもの……………………………再調達原価 

ただし，取得原価が不明な道路，河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

② 無形固定資産………取得原価 

ただし，開始時の評価基準及び評価方法については，次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの…………………取得原価 

取得原価が不明なもの…………………………再調達原価 

なお，モーターボート競走事業会計，下水道事業会計，水道事業会計，工業用水道事業会計及び高速鉄

道事業会計においては，原則，取得原価としています。 

 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券…………………………償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの…………………………会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの…………………………取得原価 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの…………………………会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの…………………………出資金額 

 

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 港湾整備事業特別会計 

    地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則第 4 条第 2 項各号に掲げる方法 

② 水道事業会計 

    移動平均法による原価法 

③ 高速鉄道事業会計 

    先入先出法による原価法 

 

（４）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）………定額法 

ただし，高速鉄道事業会計における車両については，定率法によっています。 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）………定額法 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内のリース取引及びリ

ース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

………自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

  ④ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内のリース取引及び

リース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

 ………リース期間を耐用年数とし，残存価値をゼロとする定額法 

なお，モーターボート競走事業会計および下水道事業会計においては，リース物件の所有権が借主に移

転するもの以外のファイナンス・リース取引について，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を

行っています。 

 

（５）引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

    前年度の不能欠損率をもとに徴収不能引当金額を計上しています。 
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② 退職手当引当金 

    期末自己都合要支給額を計上しています。 

③ 損失補償等引当金 

    履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち，地方公共団体の財政の健全化に関する法律に

規定する将来負担比率の算定に含まれる将来負担額をもとに計上しています。 

④ 賞与等引当金 

    翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額につい

て，それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

（６）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

    通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

    ただし，リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が３００万円

以下のファイナンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行って

います。 

② オペレーティング・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（７）資金収支計算書における資金の範囲 

現金及び現金同等物 

   なお，現金及び現金同等物には出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

（８）消費税等の会計処理 

   モーターボート競走事業会計，下水道事業会計，水道事業会計，工業用水道事業会計及び高速鉄道事業

会計については税抜方式，その他の会計は税込方式による会計処理を行っています。 

    

 

２．重要な会計方針の変更等 

 該当ありません。 

 

３．重要な後発事象 

 該当ありません。 

 

４．偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

   他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し，保証を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 

   １６件  ５０４百万円（会計年度末における訴訟金額） 

 

 

 

 

 

損失補償等引当金計上額 貸借対照表未計上額

(公財)福岡市施設整備公社 － 3,599百万円 8,866百万円 12,465百万円

(一財)福岡ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝｾﾝﾀｰ － 3,357百万円 － 3,357百万円

(一財)福岡市水産加工公社 － 441百万円 － 441百万円

福岡県信用保証協会 － 364百万円 1,632百万円 1,996百万円

(公財)福岡市教育振興会 － 599百万円 － 599百万円

計 － 8,360百万円 10,498百万円 18,858百万円

団体（会計）名 確定債務額
履行すべき額が確定していない損失補償債務等

総額
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５．追加情報 

（１）全体財務書類の対象範囲   全体財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計，母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計，伊都土地区画整理事業特別会計，香椎駅周辺土地

区画整理事業特別会計，公共用地先行取得事業特別会計，市立病院機構病院事業債管理特別会計，市債

管理特別会計，後期高齢者医療特別会計，国民健康保険事業特別会計，介護保険事業特別会計，駐車場

特別会計，集落排水事業特別会計，中央卸売市場特別会計，港湾整備事業特別会計，市営渡船事業特別

会計，モーターボート競走事業会計，下水道事業会計，水道事業会計，工業用水道事業会計，高速鉄道

事業会計 

 

 

（２）出納整理期間 

地方自治法２３５条の５に基づき，出納整理期間を設けられている団体（会計）においては，出納整

理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数とします。 

なお，出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で，

出納整理期間に現金の受払い等があった場合は，現金の受払い等が終了したものとして調整していま

す。 

 

（３）表示単位未満の取扱い 

百万円未満を四捨五入して表示しているため，合計金額が一致しない場合があります。 
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（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 4,934,544 固定負債 2,969,299 ※

有形固定資産 4,583,890 ※ 地方債等 2,307,802
事業用資産 1,818,936 長期未払金 8,054

土地 998,521 退職手当引当金 77,152
土地減損損失累計額 - 損失補償等引当金 364
立木竹 795 その他 575,926
立木竹減損損失累計額 - 流動負債 326,976 ※

建物 1,235,607 1年内償還予定地方債等 266,502
建物減価償却累計額 △ 729,991 未払金 34,049
建物減損損失累計額 - 未払費用 229
工作物 562,519 前受金 3,101
工作物減価償却累計額 △ 264,265 前受収益 382
工作物減損損失累計額 - 賞与等引当金 7,017
船舶 2,942 預り金 14,398
船舶減価償却累計額 △ 2,404 その他 1,299
船舶減損損失累計額 - 3,296,275
浮標等 19 【純資産の部】
浮標等減価償却累計額 △ 14 固定資産等形成分 4,996,148
浮標等減損損失累計額 - 余剰分（不足分） △ 3,129,249 ※

航空機 1,572 他団体出資等分 30,250
航空機減価償却累計額 △ 1,572
航空機減損損失累計額 -
その他 -
その他減価償却累計額 -
その他減損損失累計額 -
建設仮勘定 15,207

インフラ資産 2,638,348
土地 841,367
土地減損損失累計額 -
建物 101,743
建物減価償却累計額 △ 55,625
建物減損損失累計額 -
工作物 2,642,358
工作物減価償却累計額 △ 976,680
工作物減損損失累計額 -
その他 21,519
その他減価償却累計額 △ 12,337
その他減損損失累計額 -
建設仮勘定 76,003

物品 361,392
物品減価償却累計額 △ 234,787
物品減損損失累計額 -

無形固定資産 36,809 ※

ソフトウェア 2,192
その他 34,618

投資その他の資産 313,845
投資及び出資金 50,468

有価証券 5,231
出資金 45,030
その他 207

長期延滞債権 12,704
長期貸付金 12,068
基金 223,213

減債基金 129,759
その他 93,454

その他 18,441
徴収不能引当金 △ 3,049

流動資産 258,537 ※

現金預金 104,141
未収金 20,390
短期貸付金 -
基金 61,605 ※

財政調整基金 24,876
減債基金 36,728

棚卸資産 69,423
その他 3,373
徴収不能引当金 △ 393

繰延資産 344 1,897,150

5,193,425 5,193,425

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

(1)　連結貸借対照表
（平成２９年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

Ⅲ　連結財務書類
　　１．財務書類４表（連結）

負債合計
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（単位：百万円）

経常費用 1,190,976 ※

業務費用 473,935 ※

人件費 111,901 ※

職員給与費 87,057
賞与等引当金繰入額 6,180
退職手当引当金繰入額 6,513
その他 12,150

物件費等 282,002
物件費 145,487
維持補修費 26,283
減価償却費 95,176
その他 15,056

その他の業務費用 80,032 ※

支払利息 61,349
徴収不能引当金繰入額 1,222
その他 17,460

移転費用 717,040
補助金等 510,375
社会保障給付 201,220
他会計への繰出金 -
その他 5,445

経常収益 283,782 ※

使用料及び手数料 192,965
その他 90,816

純経常行政コスト △ 907,194
臨時損失 5,025 ※

災害復旧事業費 20
資産除売却損 3,351
損失補償等引当金繰入額 413
その他 1,240

臨時利益 11,984 ※

資産売却益 10,936
その他 1,049

純行政コスト △ 900,234 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

(2)　連結行政コスト計算書
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 金額
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（単位：百万円）

前年度末純資産残高 1,836,608 5,044,814 △ 3,236,843 28,637

純行政コスト（△） △ 900,234 △ 901,400 1,166

財源 949,036 948,588 448

税収等 671,172 ※ 671,136 37

国県等補助金 277,863 277,452 411

本年度差額 48,802 47,188 1,614

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額 139

無償所管換等 10,799

他団体出資等分の増加 -

他団体出資等分の減少 -

比例連結割合変更に伴う差額 -

その他 801

本年度純資産変動額 60,541 △ 48,666 107,594 1,614

本年度末純資産残高 1,897,149 4,996,148 △ 3,129,249 30,250 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

(3)　連結純資産変動計算書
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分
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（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
他会計への繰出支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債等償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債等発行収入
その他の収入

財務活動収支
△ 2,008

91,816
-

89,808

前年度末歳計外現金残高 12,913
本年度歳計外現金増減額 1,420
本年度末歳計外現金残高 14,333
本年度末現金預金残高 104,141

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
比例連結割合変更に伴う差額
本年度末資金残高

(4)　連結資金収支計算書
自　平成２８年４月１日　
至　平成２９年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額
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２ 注記（連結） 

１．重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産……………………………………取得原価 

ただし，開始時の評価基準及び評価方法については，次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの……………再調達原価 

ただし，道路，河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの……………………取得原価 

取得原価が不明なもの……………………………再調達原価 

ただし，取得原価が不明な道路，河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

② 無形固定資産………取得原価 

ただし，開始時の評価基準及び評価方法については，次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの…………………取得原価 

取得原価が不明なもの…………………………再調達原価 

なお，連結対象団体においては，原則，取得原価としています。 

 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券…………………………償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの…………………………会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの…………………………取得原価 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの…………………………会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの…………………………出資金額 

 

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

主として個別法による低価法 

 

（４）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）………定額法 

ただし，高速鉄道事業会計における車両については，定率法によっています。 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）………定額法 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内のリース取引及びリ

ース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

………自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

  ④ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内のリース取引及び

リース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

 ………リース期間を耐用年数とし，残存価値をゼロとする定額法 

なお，モーターボート競走事業会計および下水道事業会計においては，リース物件の所有権が借主に移

転するもの以外のファイナンス・リース取引について，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を

行っています。 

 

（５）引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

    前年度の不能欠損率をもとに徴収不能引当金額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

    期末自己都合要支給額を計上しています。 

③ 損失補償等引当金 

    履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち，地方公共団体の財政の健全化に関する法律に

規定する将来負担比率の算定に含まれる将来負担額をもとに計上しています。 

 

-32-



④ 賞与等引当金 

    翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額につい

て，それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

（６）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

    通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

    ただし，リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が３００万円

以下のファイナンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行って

います。 

② オペレーティング・リース取引 

   通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（７）資金収支計算書における資金の範囲 

現金及び現金同等物 

   なお，現金及び現金同等物には出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

（８）消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし，一部の連結対象団体（会計）については，税抜方式によっています。 

    

２．重要な会計方針の変更等 

   該当ありません。 

 

３．重要な後発事象 

   該当ありません。 

 

４．偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

   他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し，保証を行っています。 

 

 

 

 

 

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 

   １６件  ５０４百万円（会計年度末における訴訟金額） 

 

５．追加情報 

（１）連結対象団体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

損失補償等引当金計上額 貸借対照表未計上額

福岡県信用保証協会 － 364百万円 1,632百万円 1,996百万円

計 － 364百万円 1,632百万円 1,996百万円

団体（会計）名 確定債務額
履行すべき額が確定していない損失補償債務等

総額

団体名 区分 連結の方法 比例連結割合

福岡県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 23.8%

糟屋郡粕屋町外一市水利組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 23.90%

糟屋郡篠栗町外一市五町財産組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 14.29%

福岡地区水道企業団 一部事務組合・広域連合 比例連結 56.87%

北筑昇華苑組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 30.11%

福岡都市圏南部環境事業組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 13.71%

福岡都市圏広域行政事業組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 60.79%

福岡県自治振興組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 0.23%

福岡市土地開発公社 地方三公社 全部連結

福岡北九州高速道路公社 地方三公社 比例連結 37.1%

福岡市住宅供給公社 地方三公社 全部連結

福岡市立病院機構 地方独立行政法人 全部連結

福岡アジア都市研究所 第三セクター等 全部連結

福岡市文化芸術振興財団 第三セクター等 全部連結
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 連結の方法は次のとおりです。 

① 一部事務組合・広域連合は，各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としています。 

② 地方独立行政法人は，全部連結の対象としています。 

③ 福岡市北九州高速道路公社は，財政健全化法施行規則第１２条第１号で定める「出資割合又は設立団

体間で協議の上定めた割合」により比例連結の対象としています。 

④ 第三セクター等は，出資割合が５０％を超える団体及び出資割合が２５％超５０％以下で，役員の派

遣，財政支援等の実態や出資及び損失補償等の財政支援の状況を総合的に勘案し，業務運営に実質的に

主導的な立場を確保していると認められる団体について，全部連結の対象としています。 

⑤ なお，一部の連結対象団体については財務書類の作成が完了していないことから，当該連結対象団体

を除いて連結財務書類を作成しています。 

（２）出納整理期間 

地方自治法２３５条の５に基づき，出納整理期間を設けられている団体（会計）においては，出納整理

期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数とします。 

なお，出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で，

出納整理期間に現金の受払い等があった場合は，現金の受払い等が終了したものとして調整しています。 

 

（３）表示単位未満の取扱い 

百万円未満を四捨五入して表示しているため，合計金額が一致しない場合があります。 

 

福岡市社会福祉事業団 第三セクター等 全部連結

ふくおか環境財団 第三セクター等 全部連結

福岡コンベンションセンター 第三セクター等 全部連結

福岡市中小企業従業員福祉協会 第三セクター等 全部連結

福岡観光コンベンションビューロー 第三セクター等 全部連結

九州先端科学技術研究所 第三セクター等 全部連結

福岡市水産加工公社 第三セクター等 全部連結

福岡市緑のまちづくり協会 第三セクター等 全部連結

博多駅地区土地区画整理記念会館 第三セクター等 全部連結

福岡市スポーツ協会 第三セクター等 全部連結

福岡市施設整備公社 第三セクター等 全部連結

福岡市水道サービス公社 第三セクター等 全部連結

福岡市交通事業振興会 第三セクター等 全部連結

福岡市学校給食公社 第三セクター等 全部連結

博多海員会館 第三セクター等 全部連結

福岡市教育振興会 第三セクター等 全部連結

福岡よかトピア 第三セクター等 全部連結

福岡クリーンエナジー 第三セクター等 全部連結

博多港開発 第三セクター等 全部連結

博多港ふ頭 第三セクター等 全部連結

博多座 第三セクター等 全部連結

福岡ソフトリサーチパーク 第三セクター等 全部連結

福岡タワー 第三セクター等 全部連結

サンセルコビル管理 第三セクター等 全部連結

福岡地下街開発 第三セクター等 全部連結

-34-



３
　

連
結

　
附

属
明

細
書

（
１

）
資

産
項

目
の

明
細

①
有

形
固

定
資

産
の

明
細

（
単

位
：

百
万

円
）

9
2

,8
8

9
4

,5
8

3
,8

9
0

合
計

6
,7

7
9

,7
0

1
1

6
0

,4
9

5
7

8
,6

2
9

6
,8

6
1

,5
6

4
2

,2
7

7
,6

7
6

-
7

6
,0

0
3

 物
品

3
5

5
,9

2
0

1
3

,1
4

6
7

,6
7

4
3

6
1

,3
9

2
2

3
4

,7
8

7
1

2
,6

0
1

1
2

6
,6

0
5

　
　

建
設

仮
勘

定
7

1
,6

9
1

2
6

,3
6

9
2

2
,0

5
7

7
6

,0
0

3
-

4
0

,4
5

5
1

,6
6

5
,6

7
8

　
　

そ
の

他
2

1
,0

5
1

5
7

8
1

1
0

2
1

,5
1

9
1

2
,3

3
7

7
1

1
9

,1
8

2

　
　

工
作

物
2

,6
0

7
,7

9
8

3
6

,7
3

5
2

,1
7

5
2

,6
4

2
,3

5
8

9
7

6
,6

8
0

-
8

4
1

,3
6

7

　
　

建
物

1
0

0
,9

6
4

9
8

9
2

1
0

1
0

1
,7

4
3

5
5

,6
2

5
2

,4
1

3
4

6
,1

1
8

　
　

土
地

8
3

1
,4

1
4

1
0

,9
0

2
9

4
9

8
4

1
,3

6
7

-

-
1

5
,2

0
7

 イ
ン

フ
ラ

資
産

3
,6

3
2

,9
1

8
7

5
,5

7
3

2
5

,5
0

0
3

,6
8

2
,9

9
0

1
,0

4
4

,6
4

4
4

3
,5

7
9

2
,6

3
8

,3
4

8

　
　

建
設

仮
勘

定
1

4
,6

0
2

9
,8

5
6

9
,2

5
1

1
5

,2
0

7
-

-
0

　
　

そ
の

他
-

-
-

-
-

-
-

　
　

航
空

機
1

,5
7

2
-

-
1

,5
7

2
1

,5
7

2

1
3

6
5

3
8

　
　

浮
標

等
1

9
-

-
1

9
1

4
-

5

　
　

船
舶

2
,9

7
8

-
3

6
2

,9
4

2
2

,4
0

4

2
7

,4
1

9
5

0
5

,6
1

6

　
　

工
作

物
5

5
5

,8
2

7
7

,7
1

3
1

,0
2

1
5

6
2

,5
1

9
2

6
4

,2
6

5
9

,1
5

4
2

9
8

,2
5

4

　
　

建
物

1
,2

1
7

,2
1

5
3

6
,3

9
6

1
8

,0
0

4
1

,2
3

5
,6

0
7

7
2

9
,9

9
1

-
9

9
8

,5
2

1

　
　

立
木

竹
7

8
9

6
-

7
9

5
-

-
7

9
5

　
  

土
地

9
9

7
,8

6
1

1
7

,8
0

4
1

7
,1

4
4

9
9

8
,5

2
1

-

本
年

度
償

却
額

（
F

)

差
引

本
年

度
末

残
高

（
D

)－
（

E
)

（
G

)

 事
業

用
資

産
2

,7
9

0
,8

6
3

7
1

,7
7

5
4

5
,4

5
6

2
,8

1
7

,1
8

2
9

9
8

,2
4

6
3

6
,7

0
9

1
,8

1
8

,9
3

6

区
分

前
年

度
末

残
高

（
A

）
本

年
度

増
加

額
（

B
）

本
年

度
減

少
額

（
C

）

本
年

度
末

残
高

（
A

)＋
（

B
)-

（
C

)
（

D
）

本
年

度
末

減
価

償
却

累
計

額
（

E
)

-35-



 

◆貸借対照表関連

＜固定資産＞ 

・事業用資産･･････公共サービスに供されている資産でインフラ資産以外の資産（例：庁

舎，学校，公民館，市営住宅，福祉施設など）

・インフラ資産･･････社会基盤となる資産（例：道路，橋，公園，上下水道施設など）

・物品･･････車両，物品，美術品など

・無形固定資産･･････ソフトウェアなど

・投資及び出資金･･････有価証券，出資金，出捐金など

・投資損失引当金･･････保有株式の実質価格が低下した場合に計上

・長期延滞債権･･････滞納繰越調定済みで収入未済のもの

・長期貸付金･･････自治法第240条第1項に規定する債権である貸付金（流動資産に区分

されるもの以外）

・基金･･････流動資産に区分される以外の基金（減債基金、その他の基金）

・その他･･････上記以外及び徴収不能引当金以外のもの

・徴収不能引当金･･････未収金や貸付金等の金銭債権に対する将来の取立不能見込額（不

納欠損額）を見積もったもの

＜流動資産＞ 

・現金預金･･････手元現金や普通預金など

・未収金･･････基準日時点１年以内に調定し，収入未済のもの

・短期貸付金･･････償還期限が１年以内に到来する貸付金

・基金･･････財政調整基金，減債基金の一部

・棚卸資産･･････売却を目的として保有している資産

・その他･･････上記以外及び徴収不能引当金以外のもの

・徴収不能引当金･･････長期延滞債権に対する将来の取立不能見込額（不納欠損額）を見

積もったもの

・減価償却･･････適正な期間損益計算を行うため，固定資産の価値が減少した分だけ帳簿

価額を減少させること

＜固定負債＞ 

・地方債･･････地方公共団体が発行した地方債のうち，償還予定が1年超のもの

・長期未払金･･････確定債務のうち流動負債に区分されるもの以外

・退職手当引当金･･････期末自己都合要支給額

・損失補償等引当金･･････履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち，地方公

共団体の財政の健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含まれる将来負担

額をもとに計上

・その他･･････上記以外の固定負債

用語解説 
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＜流動負債＞ 

・1年内償還予定地方債･･････地方公共団体が発行した地方債のうち，1年以内に償還予定

のもの 

・未払金･･････基準日時点までに支払義務発生の原因が生じており，その金額が確定し，

または合理的に見積もることができるもの 

・未払費用･･････一定の契約に従い，継続して役務提供を受けている場合，基準日時点に

おいて既に提供された役務に対して未だその対価の支払を終えていないもの 

・前受金･･････基準日時点において，代金の納入は受けているが，これに対する義務の履

行を行っていないもの 

・前受収益･･････一定の契約に従い，継続して役務の提供を行う場合，基準日時点におい

て未だ提供していない役務に対して支払を受けたもの 

・賞与等引当金･････基準日時点までの期間に対応する期末手当・勤勉手当及び福利厚生費 

・預り金･･････基準日時点における歳計外現金 

・その他･･････上記以外の流動負債 

◆行政コスト計算書関連 

＜経常費用＞ 

・業務費用･･････（人件費＋物件費等＋その他の業務費用）＋移転費用（補助金、特別会

計への移転費用） 

・人件費･･････職員給与費，賞与等引当金繰入額，退職手当引当金繰入額など 

・物件費等･･････職員旅費，委託料，消耗品や備品購入費（消費的性質），施設等の維持

修繕にかかる費用や減価償却費など 

・その他の業務費用･･････支払利息，徴収不能引当金繰入額など 

・移転費用･･････住民への補助金や生活保護費などの社会保障費，他会計への繰出金など 

＜経常収益＞ 

・使用料及び手数料･････財・サービスの対価として使用料・手数料の形態で徴収する金銭 

・その他･･････預金利子など 

＜臨時損失＞ 

・災害復旧事業費など 

＜臨時収益＞ 

・土地の売却益など 

◆純資産変動計算書関連 

・前年度末純資産残高･･････前年度末の純資産の額（前年度貸借対照表と一致） 

・税収等･･･････地方税，地方交付税，地方譲与税など 

・国庫等補助金･･･････国庫支出金及び都道府県支出金など 

・資産評価差額･･･････有価証券等の評価差額 

・無償所管替等･･･････無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など 
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  財政に関する資料 
 ●福岡市ホームページ http://www.city.fukuoka.lg.jp 

  ＊決算・財政状況については  市政全般→予算・決算・市債・寄付等 

                         →「決算」あるいは「財政の概要」 

  ＊予算については       市政全般→予算・決算・市債・寄付等→「予算」 

  ＊財政運営プランについては  市政全般→市政の運営、方針・プラン→計画・指針 

                      →行財政運営の取り組み→「財政運営プラン」 

    

  財政についてのお問い合わせ 
  
 ●福岡市財政局財政部財政調整課 
      電  話：０９２－７１１－４１６６ 
      Ｆ Ａ Ｘ：０９２－７３３－５５８６ 
      ｅメール：zaisei.FB@city.fukuoka.lg.jp 
      〒810-8620  福岡市中央区天神１－８－１ 




